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【要旨】 

［はじめに］ 
本研究では、公的病院グループの一つである済生会が、将来の人口動態の変容で必要となる医療機能に対

し、対応すべき方向性について検討した。 
［研究方法］ 
 2025年の入院状況を推計し、将来の医療資源の最適化について分析した。使用したデータは、済生会が保
有するDPC導入の影響評価に係る調査データ、DPC公開データおよび国立社会保障・人口問題研究所の人
口推計データを用いた。 
［結果］ 
 退院数は、2025年には 34,860名増加し、在院日数は 887,421床増加した。年齢階級別では、特に 90歳以
上の在院日数で 372,417床増加した。2025年に 1番在院日数が多い疾病分類は、肺炎等で 59,723床増加し
た。股関節・大腿近位骨折 手術有は 62,000床増加した。 
［考察］ 
 ベッド単価は現状の平均単価より低い病床が増加する傾向のため、ベッド単価に合わせた機能のダウンサ
イジングへの影響が示唆され、在院日数の短縮が必要となる。公的医療機関である済生会は、自治体の総合
計画による影響も考慮し、地域医療構想における将来の地域の医療機能について、自治体と調整しなければ
ならない。 
［結論］ 
 済生会は、その創立の経緯も踏まえ、地域の医療機能において重要な役割を担うこととなる。増加する高
齢者に対応するため、地域の医療体制の維持と自院の経営改善の両方を成し得る必要がある。 
 

【キーワード】地域医療構想 将来推計 地域包括ケア 
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【はじめに】 

 我が国は急激な高齢化の進行に伴い、多様な傷病を有する患者が増加し、将来必要となる医療資源が変動
することが見込まれる。厚生労働省は、2025年に医療・介護需要が最大化するが、それには大きな地域差が
出るとしており、「地域医療構想において、医療の機能に見合った資源の効果的かつ効率的な配置を促し、急
性期から回復期、慢性期まで患者が状態に見合った病床で、状態にふさわしい、より良質な医療サービスを
受けられる体制を作ることが必要」としている 1。また、医療機関に対しては、「各医療機関は、自らの行っ
ている医療内容やその体制に基づき、将来目指していく医療について検討を行うことが必要となる」とし、
病床機能報告制度および地域医療構想により、地域における自院内の病床機能の相対的位置付けを客観的に
把握した上で、自主的な取組が可能になる 2、としている。これは、構想区域ごとの必要量の推計は可能とな
るが、医療機関における将来の医療機能の違いについては、各医療機関が現状その区域で担っている疾病な
どの専門性を考慮する必要がある。 
 地域医療構想では、それぞれの医療機関が、現状の機能をもとに医療需要の将来推計を行い、将来の医療
機能の調整において推計する。構想区域の調整では、都道府県の主導で関連機関及び医療機関間の調整を行
い、構想区域間のバランスを調整し医療機能が適正化することを期待されている。他方、地域医療構想にお
ける現状の推計では、多くの地域において病床機能のダウンサイジングが必要との指摘もある 3。構想区域に
応じた、医療需要の適切な推計が求められ、地域の医療体制を維持しなければならない。 
 医療機関において、適切な病床数を推計し、必要な医療従事者を確保していくことは、中長期に渡って地
域の期待に応える医療機能を提供するために不可欠である。しかし、分析に必要な体制を保有している医療
機関は少ない。このような状況を改善するために多くの研究者が DPC データ等の活用方法について論考し
ている。例えば、医療機関において地域医療に資するための分析手法については、石川らが急性期病院での
SWOT 分析や医療機関までの自動車による運転時間に基づく理論的な医療圏分析などを行っている 4。今井
はインターネット上で公開されているデータの活用を表計算ソフトウェアで行う方法について説明している
5。また、松田は急性期病院のデータを活用した病院マネジメントについて、DPC とバランススコアカード
や DPC とマーケティングなど、医療機関において活用できる分析ツール及び分析手法についてまとめてお
り 6、DPC と VRIO 分析や DPC と Value chain 分析など急性期病院でのマネジメント手法について説明し
ている 7。 
医療機関がマーケティング戦略を行う際、現状を把握するため環境分析を行い、経営の戦略を立案し具体

的な施策を検討するが、収益性だけを求めるのではなく、地域で医療機関が機能の住み分けを行い地域の医
療機能の維持を検討する必要がある。特に、公的医療機関において、厚生労働省は、地域の民間医療機関で
は担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能を見直し、これを達成するための再編統合の議論
を進めるよう、要請している。 
そこで、本研究では、公的病院グループの一つである済生会が、将来の人口動態の変容で必要となる医療

機能に対し、対応すべき方向性について検討する。 

【研究方法】 

1．データ 
全国の罹患率の推計に必要となる人口は平成 27年国勢調査を用いた。また、将来の人口推計は、国立社会
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保障・人口問題研究所の人口推計データを用いた。さらに、全国の退院数および在院日数は、平成 28 年度
DPC 導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告(以下、DPC 公開データ)を用いた。医療機関
の患者数、在院日数および１日あたりのベッド単価は、2016年のDPC導入の影響評価に係る調査データ(以
下、DPC 調査データ)を使用した。患者の推計を全国で分析をするためには、圏域を網羅しているデータが
有用である。そこで、将来その地域での医療機能の適正化を検討するにあたり、対象の医療機関を全国に医
療機関を持ち継続的に研究が可能な済生会グループとした。済生会グループは、独自の研究機関を有し、平
成 23 年から本部でデータが一括管理され、継続的なデータ分析が行われていた。本研究では、2016 年度に
おける全国の済生会グループ 70病院のデータを用いた。 
2．分析対象の条件 
 2016 年に DPC 調査データを作成した医療機関を対象とし、DPC 調査データに存在する退院患者数およ
び在院日数を需要量とした。DPC調査データに含まれない入院データおよび外来データは対象外とした。 
3．分析手法 
 2016 年の診療実績を元に 2025 年の入院状況を推計し、2025 年における医療資源の最適化について分析
する。2025年の推計値ついては、DPC公開データとDPC調査データにより退院数及び在院日数を求めた。
全国の推計値は、DPC公開データにより退院患者数を集計し人口当たりの比率を求め、将来の人口に対し性
年齢階級別に同じ比率を適用し退院数を求めた。済生会の推計値は、全国の退院患者数に対する済生会の退
院患者数の比率を市場占有率とし、全国の将来の推計退院数に市場占有率を乗算して求めた。 
 集計単位として、入院患者に１つ付与される DPC コードより、診断群分類 6 桁コードと手術の有無およ
び患者の属性で性と 5歳単位の年齢階級とした。手術の有無については、診断群分類コードの 9-10桁目の手
術で、xx,00,99を”なし”、それ以外を”あり”とした。 
 対象疾病は、集計単位の診断群分類 6 桁コード・手術の有無で行い（以下、疾病分類）、2025 年における
在院日数が多い疾病の上位 50％を占めるものとした。 
 将来の方向性については、本来、ベッド単価や医療資源を考慮して取捨選択するが、今回は、在院日数の
調整と市場占有率の双方を検討することとした。 

【研究結果】 

2016年では、退院件数 352,935件、総在院日数 5,458,363日、総医療費 3,072億であり、1日あたりのベ
ッド単価は 56,286円となった(表 1)。 
退院数については、全国に対する市場占有率を維持するのであれば、2016 年 352,935 名が 2025 年には

387,795 名となり、34,860 名増加する。在院日数が現状追認であれば、2016 年 5,458,363 床が 2025 年は
6,345,784床となり、887,421床増加する(表 2)。年齢階級別では、退院数、在院日数ともに、50歳から 59歳
および 70歳以上が増加する。特に 90歳以上の在院日数では 372,417床増加し、年齢階級では一番多く増加
する。 
ターゲットでは、全体で 817の疾病分類のうち上位 38の分類で全体の病床数の 50％を占めた。2025年に

1 番在院日数が多い疾病分類は、肺炎等で、病床数 271,006 床で全体の病床数の 4.3％を占め、2016 年と比
較すると 59,723 床増加する(表 3)。続いて、股関節・大腿近位骨折 手術有で病床数が 256,054 床全体の
4.0％を占め、2016年と比較すると 62,000床増加する。上位 10位までの疾病では、占有する病床数は、26.5％
を占め、内 23.5％は 2016年での平均ベッド単価を下回っていた。 
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2025年に疾病分類ごとの市場占有率を維持する場合、増床は期待できないため、在院日数の短縮が必要と
なる。在院日数の差が一番大きい疾病は、誤嚥性肺炎 手術有であり、2016年の 54.4日から 40.8日となり
13.3 日短縮しなければならない(表 4)。次に差が大きい疾病は、脳梗塞 手術有で、2016 年の 48.2 日から
39.6 日となり 8.6 日短縮しなければならない。2025 年に在院日数の短縮の必要がないのは、妊娠期間短縮、
低出産体重に関連する障害、の一つだけとなっている。 
在院日数の短縮が困難な場合は、受入患者の縮小も検討しなければならない。受入患者の調整が必要とな

る疾病分類で、一番患者の増加数が多い肺炎等であり、最大で 2,458 名について連携病院との調整などが必
要となる。続いて誤嚥性肺炎で 2,407名、心不全が 2,338名となる(表 5)。 

【考察】 

1．2025年の疾病の傾向 
 人口構造の変容により、高齢者に関連する疾病分類の在院日数が増加し、ベッド単価は現状の平均単価よ
り低い病床が増加する傾向にあった。ベッド単価が医療機関の機能とは言えないが、ベッド単価に合わせた
機能のダウンサイジングへの影響が示唆された。 
公立・公的医療機関等でなければ担えない機能として、以下の 5つの機能が挙げられている 8。 
ア 高度急性期・急性期機能や不採算部門、過疎地等の医療提供等 
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供 
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供 
エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・先進医療の提供 
オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能 
将来の傷病構造の対応で、医療機関が単独で患者を取捨選択する可能性もあるが、地域の医療体制の維持

ができなくなることから、地域で検討する必要がある。済生会は、自治体の総合計画による影響も考慮し、
地域医療構想における将来の地域の医療機能について、自治体と調整しなければならない。 
2．医療機能の将来像 
 現状保有する機能での 2025 年の医療資源の必要量について、疾病毎に在院日数および患者数を把握する
ことができた。また、ベッド単価が低い疾病構造に移行するため、2025 年に向けて疾病および診療科毎に、
具体的な削減日数および調整する患者数が明確になった。 
3．必要病床数の傾向 
 2025 年全体で 14％増加となる 887,421 床を現状の病床数では維持できないため、在院日数の削減が必要
であり、地域の医療機関への転院などの検討となる。在院日数の削減では、地域におけるクリニカルパスの
連携に効果があり、藤野らの研究では脳梗塞において 7.2日減少 9、峰らの研究では股関節骨折において 4日
減少 10、としている。調整すべき患者についても具体的な疾病が明確となっているので、地域に診療所や介
護施設等と年単位で調整を進めることができる。在宅診療を行っている医療機関との調整も検討案の一つと
考える。 
4．分析の限界 
 今回、DPC調査データを使用したが、病院全体のうち退院患者の包括請求分だけになるため全体の機能は
評価していない。また、評価については、全国では無く 2 次医療圏で行うべきである。また、急性期病院以
外の医療機関については考慮されていない。 
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【結語】 

 今回、済生会は日本の急性期入院医療にどのように関わって行くのか、について検討した。 
低所得や貧困になる可能性が高い高齢者が中心となる将来の社会において、済生会は、その創立の経緯も踏
まえ、地域の医療機能において重要な役割を担うこととなる。近い将来、増加する高齢者を救済する急性期
として、地域の医療体制の維持と自院の経営改善の両方を成し得る、という新たな挑戦に立ち向かうことと
なる。特に医療機関においては、各地域に特性があるため、それぞれの地域の特徴に合わせた改革が必要で
ある。 
 済生会では、医療機関における分析体制として、足並みがそろっているとは言えない。しかし、済生会保
健・医療・福祉総合研究所において医療機関の分析を支援しており、分析ノウハウについては一定の維持を
図っている。医療機関では、未だに分析を外部委託に依存しているところも少なくないが、診療情報管理士
など情報に強い要員を確保し、分析ノウハウを蓄積できるよう育成することや医療機関間での情報共有を促
進させることで、将来の安定した経営と高い医療の質の向上を目指すことが実現できる。今まで以上に医療
機関の分析能力を向上させるため、各医療機関の診療情報管理士の確保及びスキル向上が必要である。 
 今後は、済生会グループ全体で各地域における高齢者中心の医療体制を維持するための、新たな地域包括
ケアモデルの開発実現に向けた検討を進めていきたい。 
 

 

表１ 済生会の 2016年の性年齢階級別の退院数、医療費および 2025年における推計退院数 
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表 2 済生会の 2016年の性年齢階級別の在院日数および 2025年における在院日数推計値 

 

表 3 済生会の 2016年ベッド単価および 2025年における在院日数増減数 
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表 4 済生会の 2016年平均在院日数および日数調整数・患者調整数 
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表 5 済生会の 2016年入院数および 2025年における退院患者調整数 
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